
(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】炭素鎖で架橋されたポルフィリン２量体の

構造を有し、２量体構造の一方のポルフィリン環の炭素

鎖による架橋位置の炭素からポルフィリン環の外周に沿

って二つ目の炭素の少くとも一方にエチル基以上にバル

キーな置換基を持つ金属ポルフィリンに、該金属ポルフ

ィリンの２量体構造の他方のポルフィリン環の金属に配

位可能な塩基性基が結合した不斉炭素または該塩基性基

が結合した炭素原子の隣接位置に不斉炭素を有するキラ

ル化合物を配位させ、円二色性分光光度分析によりコッ

トン効果の符号から前記キラル化合物の不斉炭素の絶対

配置を決定することを特徴とするキラル化合物の絶対配

置の決定方法。

【請求項２】エチル基以上にバルキーな置換基は、１）

炭素数２以上の炭化水素基、２）含酸素置換基、３）含

窒素置換基、４）ハロゲン原子または５）ハロゲン化炭

化水素基である請求項１の決定方法。

【請求項３】キラル化合物は、１）一級アミン類、２）

二級アミン類、３）一級ジアミン類、４）二級ジアミン

類、５）モノアルコール類または６）アミノアルコール

類である請求項１の決定方法。

【請求項４】金属ポルフィリンは次式（Ｉ）

【化１】



で表わされるものである請求項１ないし３のいずれかの

決定方法。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は、本発明は、キラル

化合物の絶対配置の決定方法に関する。

【０００２】

【従来技術】従来より、円二色性（ＣＤ）分光光度分析

により把握される誘導コットン効果によって外部リガン

ドの絶対配置を決定することが試みられている。たとえ

ば以下のような報告がなされている。

【０００３】（１）Ｊ．Ａｍ  Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１

９９７，１１９，６３４５－６３５９，Ｅ．ヤシマ、

Ｔ．マツシマ及びＹ．オカモトは、キラル化合物の存在

下でらせん構造をとる高分子について、リガンド（キラ

ル化合物）によって誘起される円二色性のコットン効果

の符号と、リガンドの絶対配置の間によい相関があるこ

とを見い出している。

【０００４】しかし、らせん構造の誘起は、高分子側鎖

のカルボキシラート基とリガンドのアンモニウム基の間

のイオン対形成に由来するので、この方法は、一般モノ

アミン、アミノアルコールには適用できるがアルコール

には適用不可能である。

【０００５】（２）Ｊ．Ａｍ  Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１

９９８，１２０，６１８５－６１８６，Ｘ．Ｈｕａｎ

ｇ、Ｂ．Ｈ．Ｒｉｃｋｍａｎｎ，Ｂ．Ｂｏｒｈａｎ、

Ｎ．Ｂｅｒｏｖａ，Ｋ．ナカニシでは、長い架橋鎖でむ

すばれたポルフィリン二量体におけるキラルなリガンド

による円二色性の誘起を報告している。コットン効果の

符号とリガンドの絶対配置の間に相関があるが、この系

では、一分子のリガンドが同時に二つのポリフィリン単

位に配位することによって初めて円二色性が誘起される

ので、適用可能な化合物は、ジアミンやアミノアルコー

ルなど二官能性の化合物に限られている。

【０００６】（３）Ｂｕｌｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，Ｊ

ｐｎ．，１９９８，７１，１１１７－１１２３，Ｍ．タ

ケウチ，Ｔ．イマダ，Ｓ．シンカイでは、フェニルボロ

ン酸単位を有するポリフィリン二量体が各種の糖の存在

下で円二色性を示すことを報告している。

【０００７】この方法は、ボロン酸との間に結合を作る

ポリオール（多価アルコール）にのみ適用可能であり、

しかも、特定の（一つの）不斉中心のまわりの絶対配置

を直接決めうる方法ではない。

【０００８】（４）Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，Ｄａｌｔ

ｏｎ  Ｔｒａｎｓ．，１９９９，１１－１２，Ｈ．ツク

ベ，Ｍ．ホソクボ．Ｍ．ワダ，Ｓ．シノダ，Ｈ．タミア

キでは、ランタニドのトリス（β－ジケトナト）錯体が

キラルなアミノアルコールの存在下で円二色性を示すこ

とを明らかにした。しかしこの系では、モノアミン、モ

ノアルコールはキラリティーを誘起しない。

【０００９】（５）Ｏｒｇ．Ｌｅｔｔ．，１９９９，

１，８６１－８６４，Ｓ．Ｚａｈｎ，Ｊ．Ｗ．Ｃａｎａ

ｒｙでは、アミノ酸およびアミノアルコールの絶対配置

が銅錯体の円二色性によって決定できることを明らかに

した。

【００１０】だが、この方法は、銅に、二座配位可能な

アミノ酸やアミノアルコールにのみ適用可能で、モノア

ミンやモノアルコールには適用できない。

【００１１】以上のように、これまでは、モノアルコー

ルを含む広範囲の塩基性基を有するキラル化合物の絶対

配置の決定法については報告されていない。

【００１２】また、キラル化合物の絶対配置の決定方法

としては、Ｘ線回折法が知られているが、これは結晶性

のものに限られるという限定がある。

【００１３】

【発明が解決しようとする課題】本発明は、前記の従来

技術の限界と問題点を克服し、結合している塩基性基の

種類が広範囲のキラル化合物の絶対配置を、精度よく、

しかも簡単に決定することのできる、汎用的な、新しい

キラル化合物の絶対配置の決定方法を提供することを主

な目的としている。

【００１４】

【課題を解決するための手段】本発明者は、これら従来

技術の問題に鑑み、鋭意研究を重ねた結果、特定方法を

採用することにより上記目的を達成できることを見出

し、ついに本発明を完成するに至った。

【００１５】すなわち、本発明は、下記のキラル化合物

の絶対配置の決定方法に係るものである。

【００１６】１．炭素鎖で架橋されたポルフィリン２量

体の構造を有し、２量体構造の一方のポルフィリン環の
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炭素鎖による架橋位置の炭素からポルフィリン環の外周

に沿って二つ目の炭素の少くとも一方にエチル基以上に

バルキーな置換基を持つ金属ポルフィリンに、該金属ポ

ルフィリンの２量体構造の他方のポルフィリン環の金属

に配位可能な塩基性基が結合した不斉炭素または該塩基

性基が結合した炭素原子の隣接位置に不斉炭素を有する

キラル化合物を配位させ、円二色性分光光度分析により

コットン効果の符号から前記キラル化合物の不斉炭素の

絶対配置を決定することを特徴とするキラル化合物の絶

対配置の決定方法。

【００１７】２．エチル基以上にバルキーな置換基は、

１）炭素数２以上の炭化水素基、２）含酸素置換基、

３）含窒素置換基、４）ハロゲン原子または５）ハロゲ

ン化炭化水素基である上記第１項の決定方法。

【００１８】３．キラル化合物は、１）一級アミン類、

２）二級アミン類、３）一級ジアミン類、４）二級ジア

ミン類、５）モノアルコール類または６）アミノアルコ

ール類である上記第１項の決定方法。

【００１９】４．金属ポルフィリンは次式（Ｉ）

【００２０】

【化２】

【００２１】で表わされるものである上記第１項ないし

第３項のいずれかの決定方法。

【００２２】

【発明の実施の形態】本発明においては、前記のとおり

の円二色性（ＣＤ）分光光度分析法が適用されることに

なるが、この分析では、誘導コットン効果の符号は外部

リガンドの不斉炭素の絶対配置によって決まることにな

る。ＣＤエキシトン・キラリテイー法（Ｈａｒａｄａ，

Ｎ．：Ｎａｋａｎｉｓｈｉ，Ｋ．；Ｃｉｒｃｕｌａｒ  

Ｄｉｃｈｒｏｉｃ  Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ－Ｅｘｃ

ｉｔｉｏｎ  ｃｏｕｐｌｉｎｇｉｎ  ０ｒｇａｎｉｃ  

Ｓｔｅｒｅｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ；Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔ

ｙ  Ｓｃｉｅｎｃｅ  Ｂｏｏｋｓ；Ｍｉｌｌ  Ｖａｌｌ

ｅｙ，１９８３．，Ｎａｋａｎｉｓｈｉ，Ｋ．；Ｂｅｒ

ｏｖａ，Ｎ．Ｉｎ  Ｃｉｒｃｕｌａｒ  Ｄｉｃｈｒｏｉ

ｓｍ；Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ  ａｎｄ  Ａｐｐｌｉｃａ

ｔｉｏｎｓ；Ｗｏｏｄｙ，Ｒ．，Ｅｄ；ＶＣＨ  Ｐｕｂ

ｌｉｓｈｅｒｓ；Ｎｅｗ  Ｙｏｒｋ，１９９４；ｐｐ３

６１－３９８）によれば、二つの相互に作用する電子遷

移モーメントが右回りに並ぶと正のキラリティーを創出

し、左回りに並ぶと負のキラリティーとなる。

【００２３】本発明は、配位子としてのキラル化合物の

不斉炭素の絶対配置（Ｒ体かＳ体か）とコットン効果の

符号との間には一定の対応関係があるとの知見に基づい

て完成された。

【００２４】この絶対配置の決定についてより原理的

に、次式（Ｉ）

【００２５】

【化３】
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【００２６】で表わされる亜鉛ポルフィリンの場合を例

にして説明する。

【００２７】この亜鉛ポルフィリンは、２量体構造の一

方のポルフィリン環のエチレン架橋鎖（－ＣＨ2－ＣＨ2

－）による架橋位置の炭素原子（ａ）からポルフィリン

環の外周に沿って二つ目の炭素原子（ｂ）（ｂ）の双方

にエチル基（－ＣＨ2ＣＨ3）を有するものである。

【００２８】もちろん、本発明では、上記エチレン架橋

鎖の部位に各種の炭素数のアルキレン鎖等の炭素鎖（好

ましくは炭素数２～３の炭素鎖）を有し、しかもポルフ

ィリン環に結合しているエチル基の部位（ｂ）（ｂ）の

少なくとも一方にバルキーな置換基を有する金属ポルフ

ィリンも適宜使用することができる。

【００２９】本発明者らは、上記のような亜鉛オクタエ

チルポルフィリンダイマー（ＺｎＤ）が、たとえば次式

のような、アルコールやアミン

【００３０】

【化４】

【００３１】の配位によってｓｙｎ型からａｎｔｉ型へ

のコンホメーション変化を示すことを見出していた。

【００３２】そして、新たに、キラルなアルコールやア

ミンが配位すると、ａｎｔｉ型のコンホーマーに不斉が

誘起され、図１に示すような円二色性を示すようになる

ことを見いだした。不斉誘起の機構は、図２のように説

明される。すなわち、配位子のα炭素に結合するもっと

も大きな置換基（Ｘ）と、ポルフィリンのエチル基（Ｅ

ｔ）の間に立体障害が働くことによって、ポルフィリン

の配向にねじれが生じ、ポルフィリン間の励起子相互作

用に基づく円二色性があらわれるものと理解できる。

【００３３】配位子の絶対配置（Ｒ体かＳ体か）とコッ

トン効果の符号との関係については、たとえば表１に示

すことができる。この表１を見ると、アミノ基、あるい

はヒドロキシ基のα炭素のまわりの立体配置とコットン

効果の符号の間に、一定の対応関係があることがわか

る。図１にも示すように、より短波長側のピークが第二

コットン効果、より長波長側のピークが第一コットン効

果を示す。各ピークの符号は正の場合と負の場合があ

る。例えば、図１の１－フェニルエチルアミンの場合に

は、絶対配置が（Ｒ）であれば、第二コットン効果の符

号は正、第一コットン効果の符号は負となり、絶対配置

が（Ｓ）であれば、これらの符号は逆になる。すなわ

ち、第一コットン効果の符号が正の場合はキラル化合物

(4) 特許第３４１６７７６号



の絶対配置は（Ｓ）となる。これに対し、第一コットン

効果の符号が負である場合は（Ｒ）となる。表１は、多

くのキラル化合物についてこの対応関係が成立すること

を示す。このことによって、キラリティーの誘導に関す

る上記の推定機構が正しいことが証明されると同時に、

絶対配置不明の化合物の絶対配置を決定することができ

る。

【００３４】

【表１】

【００３５】なお、表１において、Ｂ‖遷移とは、吸収

帯がＢバンドとなる二つのポルフィリン環のモーメント

が共にポリフィリン環を結合する方向にある場合の遷移

であり、Ｂ⊥遷移とは、前記モーメントが共にポリフィ

リン環を結合する方向とは垂直の方向にある場合の遷移

である（図３実線参照）。キラルなポルフィリン二量体

では、Ｂ‖遷移及びＢ⊥遷移のいずれの場合も、アキラ

ルな場合に比べて、一方の環のモーメントの方向は他方

のモーメントの方向に対し、若干ずれることになる（図

３点線参照）。

【００３６】本発明においては、以上の亜鉛ポルフィリ

ンの例にみられるように、キラル化合物の不斉炭素の絶

対配置を決定することが可能である。

【００３７】金属ポルフィリンについては、本発明の方

法においては、炭素鎖で架橋されたポルフィリン２量体

の構造を有し、この２量体構造の一方のポルフィリン環

の炭素鎖による架橋位置の炭素（すなわち、架橋炭素鎖

に結合したポルフィリン環上の炭素原子）からポルフィ

リン環の外周に沿って二つ目の炭素の少くとも一方にエ

チル基以上にバルキーな置換基を持っている。

【００３８】エチル基以上にバルキーな置換基とは、エ

チル基と同等もしくはそれ以上に嵩の大きな置換基であ

ることを意味する。このような、エチル基以上にバルキ

ーな置換基としては、たとえば１）エチル基、プロピル

基、ブチル基等の炭素数２以上の炭化水素基、２）エス

テル基（メチルエステル基、エチルエステル基等）、カ
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ルボキシルメチル基等の含酸素置換基、３）アミノ基、

アミド基、２－アミノエチル基等の含窒素置換基、４）

－Ｃｌ、－Ｂｒ、－Ｆ等のハロゲン原子、５）塩化エチ

ル基等のハロゲン化炭化水素基などが挙げられる。金属

ポルフィリンに結合する上記置換基は、互いに同一又は

異なっていても良い。

【００３９】金属ポルフィリンとしては各種ポルフィリ

ンの金属化合物が考慮されるが、この場合の金属は６配

位の金属であれば任意のものでよい。たとえば、亜鉛の

他に、Ｆｅ，Ｍｎ，Ｒｕ等が例示される。二量体構造の

２つの金属は互いに同一又は相異なっていても良い。

【００４０】本発明で用いる金属ポルフィリン自体は、

公知の製法（例えば、特開平１１－２５５７９０号）に

従って合成することができる。本発明では、特に、前記

の亜鉛ポルフィリンを好適に用いることができる。

【００４１】一方、本発明の方法により絶対配置が決定

されるキラル化合物は、基本的には、前記の金属ポルフ

ィリンの２量体構造において、エチル基以上にバルキー

な置換基を有する一方のポルフィリン環に結合する他方

のポルフィリン環の金属に配位可能な塩基性基が結合し

た不斉炭素または該塩基性基が結合した炭素原子の隣接

位置に不斉炭素（すなわち、塩基性基が結合した炭素原

子に結合した不斉炭素）を有する化合物である。

【００４２】この場合の塩基性基としては、代表的に

は、アミノ基、ヒドロキシル基等が例示される。より具

体的には、本発明の方法により絶対配置が決定され得る

キラル化合物は、金属ポルフィリンとリガンドを形成す

るキラル化合物であって、たとえば代表的には、１）一

級アミン類、２）二級アミン類、３）一級ジアミン類、

４）二級ジアミン類、５）モノアルコール類、６）アミ

ノアルコール類等が挙げられる。

【００４３】ここで、たとえば表１に示した２－ブタノ

ール以下のＮ－メチル－１－フェニルエチルアミンまで

の化合物が、前記のポリフィリン環の金属に配位可能な

塩基性基が結合した不斉炭素を有するキラル化合物に相

当する。また、２－メチル－１－ブチルアミンは、配位

可能な塩基性基が結合した炭素原子の隣接位置に不斉炭

素を有するキラル化合物に相当する。表１にも示したボ

ルニルアミン、ジアミン等のような不斉炭素を２以上有

する化合物では、金属ポルフィリンの金属に配位してい

るアミノ基が結合している不斉炭素の絶対配置が決定さ

れる。

【００４４】本発明においては、前記の金属ポルフィリ

ンと、この金属ポルフィリンに対してリガンドを形成し

うる前記のキラル化合物との配位が好ましくは非リガン

ド形成性溶媒中で行われ、その配位した状態において、

ＣＤ分光光度分析が行われる。

【００４５】すなわち、金属ポルフィリンとリガンド形

成しうる各種のキラル化合物の絶対配置を決定する本発

明の新しい方法は、円二色性（ＣＤ）分光光度分析法を

用いて、キラル化合物と金属ポルフィリンとを非リガン

ド形成性の溶媒中に一緒に混合した状態で分析する。こ

の方法によると、キラル化合物を特殊な修飾化合物に誘

導することなしに、直接的に絶対配置を観測することが

可能になり、リガンド形成基が直結している炭素原子又

はその隣の炭素原子のキラリティーを決定することがで

きる。

【００４６】非リガンド形成性の溶媒としては、例えば

クロロホルム（ＣＨＣｌ3）、二塩化メタン（ＣＨ2Ｃｌ

2）、二塩化エタン（ＣＨ2ＣｌＣＨ2Ｃｌ）、四塩化エ

タン（ＣＨＣｌ2ＣＨＣｌ2）、四塩化炭素（ＣＣｌ4）

等のハロゲン化脂肪族化炭化水素、ヘキサン、ヘプタン

等の脂肪族炭化水素がその代表的なものとして挙げられ

る。

【００４７】本発明の方法においては、ＣＤ分光光度分

析に際しての試料調製は、たとえば次のように行うこと

ができる。

【００４８】すなわち、キラル化合物及び金属ポルフィ

リンを前記溶媒に溶解させる。キラル化合物及び金属ポ

ルフィリンの濃度は限定的ではない。キラル化合物の濃

度は通常１０-4モル／ｌ以上とすれば良い。また、金属

ポルフィリンの濃度は通常１０-6モル／ｌ以上とすれば

良い。これらの範囲内で用いる溶媒の種類等に応じて適

宜設定すれば良い。

【００４９】充分なコットン効果の観測に必要な最低の

濃度としては、前記の式（Ｉ）の金属ポルフィリンの場

合には、一級非環状モノアミン類で約１０-3モル／ｌ、

芳香族の環状モノアミン類で約１０-4モル／ｌ、第二級

アミン類で約１０-4モル／ｌ、ジアミン類で約１０-3モ

ル／ｌ、アミノアルコール類で約１０-3モル／ｌとする

のが好ましく、モノアルコール類では充分なコットン効

果を示す最低濃度としては約１０-1モル／ｌで温度が－

８０℃とするのが好ましい。

【００５０】より具体的には、次のケース１～５の場合

として例示することができる。

【００５１】＜ケース１＞第一級モノアミン類の絶対キ

ラリティーは、それのクロロホルム、二塩化メタン、四

塩化炭素、四塩化エタン、ヘキサンまたはへプタン中で

の最低濃度が約１０-4乃至１０-3モル／ｌに調製され、

前記の式（Ｉ）の金属ポルフィリンの濃度が約１０-6モ

ル／ｌである場合に好ましく解明できる。この場合の第

一級モノアミン類としては、たとえば、２－ブチルアミ

ン、１－フェニルエチルアミン、１－（１－ナフチル）

エチルアミン、１－シクロヘキシルエチルアミン、２－

メチル－１－ブチルアミン、〔エンド－（１Ｒ）－１，

７，７－トリメチルビシクロ〔２，２，１〕へプタン－

２－アミン〕等が挙げられる。

【００５２】＜ケース２＞第二級モノアミン類の絶対キ

ラリテイーは、それのクロロホルム、二塩化メタン、四

塩化炭素、四塩化エタン、ヘキサンまたはヘプタン中で
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の最低濃度が約１０-4モル／ｌに調製され、前記の式

（Ｉ）の金属ポルフィリンの濃度が約１０-6モル／ｌの

場合に好ましく解明できる。この場合の第二級モノアミ

ン類としては、たとえばＮ－メチル－１－フェニルエチ

ルアミン等が挙げられる。

【００５３】＜ケース３＞ジアミン類の絶対キラリテイ

ーは、それのクロロホルム、二塩化メタン、四塩化炭

素、四塩化エタン、へキサンまたはヘプタン中での最低

濃度が約１０-3モル／ｌに調製され、前記の式（Ｉ）の

金属ポルフィリンの濃度が約１０-6モル／ｌの場合に好

ましく解明できる。この場合のジアミン類としては、た

とえば１，２－ジフェニルエチレンジアミン、１，２－

ジアミノシクロヘキサン等が挙げられる。

【００５４】＜ケース４＞アミノアルコール類の絶対キ

ラリテイーは、それのクロロホルム、二塩化メタン、四

塩化炭素、四塩化エタン、ヘキサン、又はヘプタン中で

の最低濃度が約１０-3モル／ｌに調製され、前記の式

（Ｉ）の金属ポルフィリンの濃度が約１０-6モル／ｌの

場合に好ましく解明できる。この場合のアミノアルコー

ル類としては、たとえば１－アミノ－２－プロパノー

ル、２－アミノー４－メチル－１－ペンタノール等が挙

げられる。

【００５５】＜ケース５＞モノアルコール類の絶対キラ

リティーは、それの二塩化メタンまたはへキサン中での

最低濃度が約１０-1モル／ｌに調製され、前記の式

（Ｉ）の金属ポルフィリンの濃度が－８０℃で約１０-6

モル／ｌの場合に好ましく解明できる。その場合のモノ

アルコール類としては、たとえば２－ブタノール、１－

フェニルエタノール等が挙げられる。

【００５６】本発明によって、結合している塩基性基の

種類が広範囲のキラル化合物の絶対配置、すなわち、配

位可能な塩基性基が結合した不斉炭素または該塩基性基

が結合した炭素原子の隣接位置に不斉炭素を有するキラ

ル化合物の絶対配置を精度よく、しかも簡単に決定する

ことが可能となる。より具体的には、たとえば以下のよ

うな優れた効果が奏せられることになる。

【００５７】　  各種の光学活性化合物の絶対キラリテ

ィーを直接観測することができる。

【００５８】　  金属ポルフィリンはμｇ、キラル化合

物はアミン類ならμｇ、アルコール類ならｍｇの極く少

量の試料で済む。

【００５９】　  化学変化が起こらないため、試科は必

要に応じて容易に回収できる。

【００６０】　  絶対キラリティーの測定は非常に速

い。試料調製とＣＤスペクトル測定は１０分以内に終わ

る。

【００６１】　  コットン効果の検出は４００～４５０

ｎｍで通常なされるが、大抵のキラル化合物の吸収は４

００ｎｍ迄であるため、非常に広範囲の化合物の分析が

可能である。

【００６２】　  キラル化合物の特殊な修飾化合物への

誘導体化が不要である。

【００６３】　  非結晶性の化合物の絶対キラリティー

が測定できる。

【００６４】

【００６５】

【実施例】以下、実施例を示し、本発明の特徴とすると

ころをより一層明確にする。但し、本発明の範囲は、こ

れら実施例に限定されるものではない。

【００６６】実施例１

３ｍｌのセルに、約１０-6モル／ｌの前記の式（Ｉ）の

亜鉛ポルフィリンと約１０-4モル／ｌの（Ｒ）－（－）

－１－シクロヘキシルアミンのＣＨ2Ｃｌ2溶液を調製

し、室温で３５０～５００ｎｍでの円二色性スペクトル

を観測した。その結果を図４に示す。

【００６７】キラル化合物の絶対配置はより長波側にあ

る第一コットン効果の符号で決まることになる。つま

り、図４から明らかなように、第一コットン効果の符号

が負であることから、絶対配置は（Ｒ）であることが確

認された。

【００６８】同様にして、３ｍｌセルに、約１０-6モル

／ｌの亜鉛ポルフィリンと約１０-1モル／ｌの（Ｒ）－

（－）－１－フェニルエタノールのＣＨ2Ｃｌ2溶液を調

製し、－８０℃で３５０～５００ｎｍの円二色性スペク

トルを観測した。その結果を図５に示す。

【００６９】この場合にも、第一コットン効果の符号が

負であることから、絶対配置は（Ｒ）であることが確認

できた。

【００７０】以上のようにしてキラル化合物の絶対配置

を決める本発明の方法による有効性は、前記の表１のと

おり、各種のキラルアミン類とアルコール類の絶対配置

の帰属としても確認された。

【図面の簡単な説明】

【図１】キラルなアミンによって誘起される亜鉛ポルフ

ィリンダイマーの円二色性を例示した図である。

【図２】亜鉛ポルフィリンダイマーにおける不斉誘起の

機構を示した概要図である。

【図３】ポルフィリン２量体の最大吸収バンドについて

モーメントの方向を説明した図である。

【図４】実施例において、（Ｒ）－（－）－１－シクロ

ヘキシルエチルアミンを使用した場合のＣＤスペクトル

を示した図である。

【図５】実施例において、（Ｒ）－（－）－フェニルエ

タノールを使用した場合のＣＤスペクトルを示した図で

ある。
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】

(8) 特許第３４１６７７６号



フロントページの続き

  

(51)Int.Cl.7              識別記号                       ＦＩ                                             

// Ｃ０７Ｍ   7:00                                       Ｃ０７Ｍ   7:00                         

  

  

(56)参考文献    特開  平10－29993（ＪＰ，Ａ)

                ＴＥＴＲＡＨＥＤＲＯＮ，1998年，54

              （1998），ｐ5041－5064

                ＴＥＴＲＡＨＥＤＲＯＮ  ＬＥＴＴＥ

              ＲＳ，1997年，Ｖｏｌ．38，Ｎｏ．９

              （1997），ｐ1603－1606

                ＣＨＥＭ．ＣＯＭＭＵＮ，1997年,

              1997，ｐ1575－1576

                Ｊ．ＡＭ．ＣＨＥＭ．ＳＯＣ．，2000

              年，122（18），ｐ4403－4407

                ＢＵＬＬ．ＣＨＥＭ．ＳＯＣ．ＪＡ

              Ｐ．，1997年，70（５），ｐ1115－1123

                ＢＵＬＬ．ＣＨＥＭ．ＳＯＣ．ＪＡ

              Ｐ．，1997年，70（８），ｐ1923－1933

  

(58)調査した分野(Int.Cl.7，ＤＢ名)

              G01N  21/00 - 21/61           

              G01N  21/62 - 21/74           

              C07D 487/22                   

              C07C  33/22                   

              C07C 211/35                   

              C07F   3/06                   

              ＣＡ（ＳＴＮ)

              実用ファイル（ＰＡＴＯＬＩＳ)

              特許ファイル（ＰＡＴＯＬＩＳ)

(9) 特許第３４１６７７６号


